
大軍拡と防衛費の大幅増 

 

 岸田政権のウクライナ戦争に便乗した大軍拡は、戦後財政の枠組みを揺るがすものだ。

財政学を研究してきた一人として見過ごすことはできない。東京新聞 web12月 31日に

「防衛費 5年間で大幅増の 43兆円、実際は 60兆円近くに膨張 そのわけは…」が掲載

されているので紹介したい。 

 政府が 2023~27 年度の 5 年間の次期計画で打ち出した防衛費の大幅増に関し、実際

の規模は 60 兆円近くに膨れ上がることが分かった。政府は 5 年間の規模を 43 兆円と

しているが、それ以外にも、期間中に新規契約する装備品購入費で 28 年度以降にロー

ンで支払う額が 16 兆 5000 億円あるためだ。保有を決めた敵基地攻撃能力(反撃能力)

向けのミサイルや戦闘機などの高額兵器を一気に増やすことが影響しており、防衛費の

さらなる膨張や予算の硬直化につながる恐れがある。 

 5 年間で 43 兆円という金額は、政府が今月に閣議決定し

た安全保障関連文書の一つ「防衛力整備計画」で示した。現

計画の 1.6倍近い大幅増となる。内訳は自衛隊員の給与や食

料など「人件・糧食費」11 兆円、新たなローン契約額のう

ち 27年度までの支払額 27兆円、22年度までに契約したロ

ーンの残額 5兆円となっている。5年間に組む新たなローン

の総額は、現計画の 17兆円から 43兆 5000億円へと 2.5倍

にはね上がる。27 年度までに支払う 27 兆円を差し引くと、

16 兆 5000 億円が 28 年度以降のローン支払いで、政府が 5

年間の規模とする 43兆円と合わせれば、59兆 5000億円になる計算だ。 

 国の予算は、その年の支出はその年の収入や借金を充てる単年度主義が原則だが、高

額な装備品や大型公共事業は 1年で賄えないため「後年度負担」と呼ばれる分割でのロ

ーン支払いが認められている。安倍政権はこの仕組みを使って、米国製兵器の購入を大

幅に拡大させ、岸田政権も「防衛力の抜本強化」を掲げてその流れを加速させた。 

積み残しの 16 兆 5000 億円は 28 年度以降に返済を迫ら

れ、仮に 28年度から 5年間の防衛費が同規模の 43兆円と

すれば、4 割弱をローン支払いが占めることになる。その

場合、新たに必要となる装備品購入にしわ寄せがいくが、

防衛省の担当者は「試算では大丈夫だ」と主張する。 

 一方、予算を査定する財務省幹部は「これだけ期間外の

ローン払いが膨らむのは異例で、通常はあり得ない」と懸念。防衛費の次期計画の上限

額を前提とせずに、必要性を精査して圧縮していくべきだと訴える。 

                               (2023年1月4日) 


